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振り込め詐欺振り込め詐欺振り込め詐欺振り込め詐欺

犯罪収益

犯罪収益移転防止法

○取引時確認
○確認記録・取引記録保存
○疑わしい取引の届出

訴追・没収へ

追跡可能性確保

マネー・ローンダリング
（犯罪収益の出所や帰属を隠そうとする行為）

特定事業者
（銀行、宅建業等）

強盗強盗強盗強盗

犯罪に使われる
恐れ

訴追・没収免れる

マネー・ローンダリング対策と犯罪収益移転防止法 資料１



確認記録・取引記録の
作成・保存（６・７条）

疑わしい取引の届出
（８条）

事業者の
主な義務

特定事業者

取引時確認（４条）

自らの義務の履行のため、顧客に
取引時確認事項の申告を求める

間接的な義務

犯罪収益移転防止法

顧客

顧客は取引時確認に係る事項を偽ってはならず、
本人特定事項を偽った場合は罰則

犯収法上の義務付け 資料２



特定事業者、特定業務、特定取引と義務の対応関係 資料３

特定事業者
【2条2項】

特定業務
（義務の対象）

特定取引
（取引時確認が必要)

義務

金融機関等
【1号～36号】

金融機関等が行う業務
（金融に関する業務に限られる）

預貯金契約（預金又は貯金の受入
れを内容とする契約）の締結、
200万円を超える大口現金取引、
10万円を超える現金送金等

ファイナンス
リース事業者
　【37号】

ファイナンスリース業務
（途中解約できないもの、賃貸人
が賃貸物品の使用に伴う利益を享
受し、かつ、費用を負担するもの
に限られる）

１回のリース料が10万円を超える
物品のファイナンスリース契約の
締結

クレジットカード
事業者
　【38号】

クレジットカード業務 クレジットカード契約の締結

宅地建物取引業者
　【39号】

宅地建物の売買又はその代理
若しくは媒介業務

宅地建物の売買契約の締結
又はその代理若しくは媒介

宝石・貴金属等
取扱事業者
　【40号】

貴金属（金、白金、銀及びこれら
の合金）、宝石（ダイヤモンドそ
の他の貴石、半貴石及び真珠）の
売買業務

代金の支払が現金で200万円を
超える貴金属等の売買契約の締結

郵便物受取
サービス業者
  【41号】

郵便物受取サービス業務 役務提供契約の締結

電話受付代行業者
　【41号】

電話受付代行業務

役務提供契約の締結

　※電話による連絡を受ける際に
　代行業者の商号を明示する条項
　を含む契約の締結は除く
　※コールセンター業務等の契約
　締結は除く

電話転送
サービス事業者
  【41号】

電話転送サービス業務 役務提供契約の締結

司法書士
　【43号】
行政書士
　【44号】
公認会計士
　【45号】
税理士
　【46号】

以下の行為の代理又は代行に係る
もの
　・宅地又は建物の売買に関する
　行為又は手続
　・会社等の設立又は合併等に関
　する行為又は手続
　・現金、預金、有価証券その他
　の財産の管理又は処分

　※租税、罰金、過料等の納付は
　除く
　※成年後見人等裁判所又は主務
　官庁により選任される者が職務
　として行う他人の財産の管理・
　処分は除く

以下の行為の代理等を行うことを
内容とする契約の締結

　・宅地又は建物の売買に関する
　行為又は手続
　・会社等の設立又は合併等に関
　する行為又は手続
　・200万円を超える現金、預金、
  有価証券その他の財産の管理又
  は処分

　※任意後見契約の締結は除く

・取引時確認
　【4条】
　　　(注)

・確認記録の作
成・保存
　【6条】

・取引記録等の
作成・保存
　【7条】

・取引時確認等
を的確に行うた
めの措置
　【10条】

弁護士
　【42号】

・取引時確認
　【4条】

・確認記録の作
成・保存
　【6条】

・取引記録等の
作成・保存
　【7条】

・疑わしい
取引の届出
　【8条】

・取引時確認等
を的確に行うた
めの措置
　【10条】

注：司法書士、行政書士、公認会計士、税理士のいわゆる士業者は本人特定事項のみ確認。

弁護士による取引時確認、確認記録・取引記録等の作成・保存、取引時確認等を的確に
行うための措置に相当する措置については、犯罪収益移転防止法に定める司法書士等の
例に準じて、日本弁護士連合会の会則で定めるところによる【11条】。



意見陳述

所管行政庁

監督上の措置
◇報告徴収
◇立入検査
◇指導、助言及び勧告
◇是正命令

取引

顧 客

国家公安委員会・警察庁

（ＦＩＵ）

特定事業者

意見陳述に必要な限度で

◇報告徴収

（又は都道府県警察に対し
調査指示）
◇立入検査

（上記の調査のため、特に
必要があると認められる

とき）
義務履行を担保

義務履行担保の方法 資料４

虚偽の報告等、立入検査の拒否等、
是正命令違反をした者は罰則



特定事業者

特定業務において
収受した財産が

顧客が特定業務に関し

犯罪による収益 組織的犯罪処罰法
第10条の罪に
当たる行為

麻薬特例法
第6条の罪

に当たる行為

認められた場合

行っている疑いである疑い

犯罪による収益の隠匿罪に該当する行為

疑わしい取引の届出について 資料５

国公委
・警察庁（ＦＩＵ）

所管行政庁

届 出

通 知
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年間受理件数 年間提供件数国家公安委員会・
警察庁 (犯罪収益
移転防止管理官）

疑わしい取引の

届出のデータ
ベースへの登録、
整理・分析

（捜査機関等）

都道府県警察

検察庁
海上保安庁

麻薬取締部

税関

証券取引等
監視委員会

提供

外国ＦＩＵ

取締りに活用

疑わしい取引に関する情報の提供 疑わしい取引の届出受理・提供件数

○疑わしい取引に関する情報を端緒とした都道府県警察検挙事件数 ８８６件
（うち、詐欺事件数４７０件）

○マネー・ローンダリング事犯の検挙に至った事件数：１５件
○捜査において活用された疑わしい取引に関する情報数 １８万８，３２１件

※いずれも平成24年

疑わしい取引情報の捜査での活用

疑わしい取引に関する情報の活用状況 資料６



外国の機関外国の機関

日本国ＦＩＵ日本国ＦＩＵ

国家公安委員会国家公安委員会
（警（警 察察 庁）庁）

【【届出情報の整理・分析届出情報の整理・分析】】

FIU：Financial Intelligence Unit
(資金情報機関)

緊密な連携
情報交換

捜査機関等への
情報提供

捜査機関等

刑事事件の捜査

犯則事件の調査

行行 政政 庁庁

司法書士
行政書士
公認会計士
税理士

弁護士

金融機関等、ファイナンスリース事業者、クレジットカード事業者

宅地建物取引業者、宝石・貴金属等取扱事業者、郵便物受取サービス業者

電話受付代行業者等

顧客等の本人確認、本人確認記録・取引記録等の作成・保存

疑わしい取引の届出（法第９条）～士業者は対象外

行行 政政 庁庁 行行 政政 庁庁

届出情報の通知

国公委・警察庁と所管行政庁の役割分担（疑わしい取引の届出） 資料７



る

ハイリスク取引
○継続的な契約（例えば預貯金契約）に基
づく取引（例えば預金の払戻し）に際して、

・取引時確認に係る顧客又は代表者等に
なりすましている疑いがあるもの

・取引時確認の際に取引時確認に係る事
項を偽っていた疑いがあるもの
○特定取引のうち、

・イラン・北朝鮮に居住・所在する顧客との
間におけるもの

・イラン・北朝鮮に居住・所在する者に対す
る財産の移転を伴うもの

通常の取引（特定取引）
・預貯金契約の締結
・200万円を超える大口現金取引
・宅地建物の売買契約の締結
・クレジットカード交付契約の締結

・会社等の設立又は合併等に関する行為
又は手続の代理・代行契約の締結

等

○本人特定事項（書類による）
（自然人：氏名・住居・生年月日）
（法人：名称・所在地）

○取引を行う目的（申告による）
○職業（自然人：申告による）

事業内容（法人：書類による）
○実質的支配者の有無・実質的支配者

の本人特定事項（申告による）

○本人特定事項
（通常の取引に際して用いた書類

に加えて、別の書類による）
○取引を行う目的（申告による）
○職業（自然人：申告による）

事業内容（法人：書類による）
○実質的支配者の有無・実質的支配

者の本人特定事項（書類による）
○資産及び収入の状況（書類による）

（200万円を超える財産の移転を伴う場合）

取引時確認事項とその方法

取引時確認事項とその方法

通常の取引（特定取引）とハイリスク取引 資料８



通
常
の
取
引

取引時確認

ハ
イ
リ
ス
ク
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引

そ
れ
以
外
の
取
引

YES
マネロンの

疑い判断

※事業者の

判断
NO

疑
取
届
出

届
出
不
要

厳格な
取引時確認

取引時確認なし

・本人特定事項
（氏名・住居・生年月日等）
・取引の目的
・職業・事業内容
・実質的支配者（法人のみ）

・通常の取引と同様の取引時確認
事項

（※異なる確認方法による確認）
・資産及び収入の状況
（200万円を超える財産の移転を

伴う場合）

取引時確認に係る確認記録・
特定業務に係る取引記録を作成・保存

取引時確認

高リスク取引
該当性判断
（なりすまし
・偽り）

※事業者による判断

取引時確認等の流れ 資料９



取引時確認済の顧客との取引

既存顧客との継続的な契約に基づく取引

犯罪による収益の移転に利用されるおそれがない取引

施行規則第４条に定める取引
特定取引に当たらない

そもそも、特定取引に当たらない
ため、取引時確認も必要ない。

取引時確認が不要

取引時確認が不要

既存顧客：国内での義務が効力を生じた日（現行犯収法施行日）
において既に取引を開始している顧客

特定事業者が他の取引の際に既に取引時確認を行っている顧客との取引

確認記録の
作成・保存

確認記録の

顧客等と同一で
あることを確認

（ハイリスク取引を除く）

（ハイリスク取引を除く）

確認記録の
作成・保存

施行日前に締結された継続的な取引
（預貯金口座の開設等）に基づく取引

（当該口座からの払戻し等）

○保険料の積立ての払戻しがない保険契約の締結
○国または地方公共団体に対する大口現金取引
○１回に支払われる賃貸料の額が10万円以下のファイナンス

リース契約の締結 等

取引時確認を要しない取引 資料10



ＦＡＴＦとは、マネー・ローンダリング対策及びテロ資金対策に関する国際協力を
推進するため設置されている政府間会合。
平成24年末現在、日本を含む34の国・地域及び２の国際機関が参加。

主な活動内容は、

○ マネー・ローンダリング対策及びテロ資金供与対策に関する国際基準（ＦＡＴＦ
勧告）の策定及び見直し
○ ＦＡＴＦ参加国・地域相互間におけるＦＡＴＦ勧告の遵守状況の

監視（相互審査） 等

ＦＡＴＦとは

平成15年
第３次ＦＡＴＦ勧告の採択

平成16年
９の特別勧告を採択

平成19年 第３次対日相互審査
 日本はフォローアップの対象に

ＦＡＴＦの主な指摘事項：顧客管理・テロ資産凍結

平成24年

第３次ＦＡＴＦ勧告・特別
勧告を一本化し、第４次
ＦＡＴＦ勧告を採択

第３次ＦＡＴＦ勧告 第４次ＦＡＴＦ勧告

ＦＡＴＦとは 資料11



顧客管理

テロリストの資産の
凍結・没収

第３次ＦＡＴＦ対日相互審査フォローアップへの対応

不備指摘事項に対する改善策について、
いまだ十分なレベルに達していないとされ、
新たな制度の内容について検討を開始

早期に法案を国会に提出できるよう作業中

勧告５

特別勧告Ⅲ

資料12

































ＦＡＴＦの指摘 22年懇談会における結論 犯収法における措置

【指摘１：既存顧客に対する顧客管理について】
重要性及びリスクに応じて、既存顧客に対する顧客管理措置を⾏うことが義務付け
られていない。

特になし。 取引時確認又はそれに相当する確認をしていない場合でも、
経過措置により、その義務を幅広に免除。

【指摘２：継続的な顧客管理について】
継続的な顧客管理の義務付けがなされていない。

顧客が多数存在する場合には、全ての顧客管理情報
を定期的に最新のものにすることはコスト面からほ
ぼ不可能であるという問題がある。

取引時確認をした事項に係る情報を最新の内容に保つための
措置を義務付け。

【指摘３：異常な⼤⼝取引、異常な取引形態等への特別な注意・調査・記録保存等
について】
明⽩な経済的⼜は法的な⽬的のない全ての複雑な⼜は異常な⼤⼝取引に対して特別
な注意を払うほか、そのような取引について調査を⾏い、その結果を⽂書化し保存
することが義務付けられていない。

特になし。 特になし。

【指摘４：関連する複数の取引が敷居値を超える場合について】
１回の取引額自体は敷居値を下回るものであっても、関連する複数の取引の合計額
が敷居値を超える場合は、顧客管理措置の対象とすることが義務付けられていな
い。

特になし。 特になし。

論点等⼀覧表

＜再確認の必要性＞
【現状】取引時確認後や既存顧客に対する実質的な再確認の義務がない。

＜取引の継続的な精査の必要性＞
【現状】取引に対する継続的な精査がなされていない。

資料14



ＦＡＴＦの指摘 22年懇談会における結論 犯収法における措置

【指摘５：真の受益者を自然人まで遡る確認について】
・「真の受益者」を自然人まで遡って確認することが求められていない。
・「法人を代表する権限を有している者」はＦＡＴＦ基準の「当該法人を最終的に
所有又は支配する者」に合致しない。
等

適当であるが、具体的な取得の対象等については、
十分に検討する必要。

資本多数決の原則を採る法人にあっては25％を超える議決権
を有している者を、それ以外の法人にあっては当該法人を代
表する権限を有している者を「実質的支配者」として規定
し、当該実質的支配者の本人特定事項の確認を義務付け。

【指摘６：写真付きでない証明書類（健康保険証等）による本人特定事項の確認に
ついて】
・本⼈確認書類として認められている書類が広範であるため、その質が不明であ
る。
・顧客が自然人の場合に写真付きの書類を使用することが求められていない又は写
真付きの書類を使用しない場合にリスクを軽減する二次的措置が求められていな
い。

顔写真が付いていない書類や、官公庁が発⾏した書
類で⽒名・住居及び⽣年⽉⽇の記載がある書類⼀般
を本人確認書類として認めないこととすることは、
不適当。
写真が付いていない本人確認書類による本人確認に
おける二次的確認措置としては、追加書類の要求等
が考えられる。

特になし。

【指摘７：法⼈顧客の代理⼈の権限委任の確認について】
「取引担当者が当該顧客のために取引の任に当たっていると認められる事由」の中
には「取引担当者が社員証等の身分証明書を有していること」等、取引担当者と法
人顧客の間の関係を示すに過ぎず、権限の有無を確認できないものが含まれてい
る。

適当であるが、マネー・ローンダリングの危険性の
高い取引に限ることが適当。

取引担当者が当該顧客のために取引の任に当たっていると認
められる事由を規定。

＜本人特定事項等の確認の方法＞
【現状】本⼈確認書類等として認められている書類が広範で、その質が不明である。

＜実質的⽀配者の確認の程度＞
【現状】ペーパーカンパニーの濫⽤がなされている。



ＦＡＴＦの指摘 22年懇談会における結論 犯収法における措置

【指摘８：特定事業者による顧客及び取引のリスク評価に応じたリスクベース・ア
プローチについて】
顧客・取引等のリスクを分析し、その⾼低に応じて執るべき顧客管理措置の範囲を
決定する「リスクベース・アプローチ」の導入。

リスクベース・アプローチの導入は望ましい。

「ハイリスク取引」「特定取引」「犯罪による収益の移転に
利⽤されるおそれがない取引」の３類型を法令で明確に規定
し、「ハイリスク取引」の場合には厳格な取引時確認を、特
定取引の場合には取引時確認を、それぞれ⾏うことを規定。
（「犯罪による収益の移転に利⽤されるおそれがない取引」
の場合には顧客管理措置は不要。）

【指摘９：リスクの⾼い分野の顧客・取引に対する厳格な顧客管理について】
「⾮居住者である顧客」や「プライベートバンキング」等が厳格な顧客管理措置の
対象になっていない。

リスクベース・アプローチの導入は望ましい。 取引の相手方がなりすまし等をしている場合等を「ハイリス
ク取引」として規定。

【指摘10：マネー・ローンダリング、テロ資⾦供与の疑いがある取引に対する顧客
管理について】
「ハイリスク取引」では不⼗分であり、マネー・ローンダリング⼜はテロ資⾦供与
の疑いがあっても顧客管理措置が求められていない。

特になし。 取引の相手方がなりすまし等をしている場合等を「ハイリス
ク取引」として規定。

【指摘11:リスクの低い分野の顧客・取引に対する顧客管理について】
・低リスク取引の場合であっても⼀切の顧客管理措置が不要となるのではなく、軽
減⼜は簡素化された顧客管理措置が執られなければならない。
・リスクが低いということはリスク評価によって示されなければならない。

特になし。 特になし。

【指摘12：ＰＥＰｓ（外国の重要な公的地位にある者）との取引でのリスク軽減措
置について】
顧客がＰＥＰｓであるか否かを確認し、ＰＥＰｓであることを確認した場合には、
取引を⾏う際に上級管理者の承認を得ること等が義務付けられていない。

ＰＥＰｓに関する情報の取得は望ましいが、その義
務付けは適当でない。 特になし。

＜顧客管理の対象のリスクに応じた整理＞
【現状】特定取引・ハイリスク取引の2種類のみを規定。

＜その他＞



<再確認の必要性>
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既存顧客に対する顧客管理について
既存顧客とは
国内での義務が効⼒を⽣じた⽇（現⾏犯収法施⾏⽇）に
おいて既に取引を開始している顧客

×重要性及びリスクに応じて、
既存顧客に対する顧客管理措置
を⾏うことが義務付けられてい
ない。
（例）相当額の取引が⾏われたとき、
⼝座の運⽤⽅法に実質的な変更があっ
たとき、⾦融機関等が既存顧客に関す
る⼗分な情報が不⾜していると認識し
たとき

ＦＡＴＦの指摘

犯収法に基づく取引時確認又は
それに相当する確認をしていな
い場合でも、経過措置により、
その義務を幅広に免除してい
る。

（例）改正前の犯収法の規定による本
⼈確認を⾏っている継続的な契約に基
づく取引であれば、取引時確認は不要
とされている。

犯罪収益移転防止法
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特定事業者
継続的な顧客管理措置について

特定事業者において措置を講じていなくても、
是正命令や罰則の対象とならず、義務履⾏担保がない。
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<取引の継続的な精査の必要性>
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￥
￥

￥

息⼦等を装った慰謝料等名下の振り込め詐欺事件に係る犯罪収益等隠匿事件

交際中の⼥性に怪我
を負わせ慰謝料等が
必要となった。 多数の被害者

詐欺グループ

預⾦⼝座

被害者の息子等を装っ
て電話をかけて被害者
を騙し、詐欺グループ
管理に係る、他⼈名義
の預⾦⼝座にお⾦を振
り込ませる

預⾦⼝座

預⾦⼝座

他人名義

合計約7500万円 同一日に、同一振込元（被害者）
から同一振込先（被疑者）に対して
多数の小口の振込

近接した日に、違う振込元から
同一振込先（被疑者）に対して
⼤⾦の振込

・被害者→詐欺グループに
10万円ずつ15回の振込

・被害者Ａ→詐欺グループに200万円の振込
・その２日後、被害者Ｂ→詐欺グループに
215万円の振込

・・・等

振込の形態
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異常な⼤⼝取引、異常な取引形態等への
特別な注意・調査・記録保存等について

×明白な経済的又は法的な目的のない全ての複雑な⼜は異常な⼤⼝取引、⼜は異常
な取引形態に対し、特別の注意を払うことが義務付けられていない。
×上記のような取引について、調査を⾏い、その結果を⽂書化し保存することが義
務付けられていない。

ＦＡＴＦの指摘

一連の継続的取引
（⼊⾦、振込等）

初回取引
（口座開設等）
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関連する複数の取引が敷居値を超える場合について
敷居値とは・・・顧客管理措置の要否を分ける基準となる取引額

敷居値以下の取引 顧客管理措置 不要

  

敷居値

取引額

時間

敷居値

関連する取引

敷居値を超える取引 顧客管理措置 必要

×敷居値を下回る関連する複数の取引の場合に顧客管理が義務付けられていない。
（①の場合のみ顧客管理が義務付けられており、②の場合に義務付けられていない。）

ＦＡＴＦの指摘
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<実質的支配者の確認の程度>
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約３億７千万円
の犯罪収益を隠匿

ヤミ⾦融業者

組織的犯罪処罰法違反
（犯罪収益等隠匿） 等

⾦融機関

⾏政書⼠

多数の借受人暴⼒団関係者

⼤規模な貸⾦業法等違反事件に係る犯罪収益等隠匿事件

①架空法人
設⽴依頼

②架空法人
を設⽴

③架空法人
名義の通帳等を

詐取

④架空法人名義
口座の供給

⑤違法な
⾼⾦利貸付

⑥営業実態のない法人名義の
⼝座に返済⾦を振込ませる

架空法人口座

ペーパーカンパニーを
悪用した口座詐欺ペーパーカンパニーの設⽴
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真の受益者を自然人まで遡る確認について

特定事業者

法人顧客
（非上場会社）

実質的支配者

取引時確認

実質的支配

×「真の受益者」を自然人まで遡って確認することが求め
られていない。
×「法人を代表する権限を有している者」はＦＡＴＦ基準
の「最終的に法人を所有・支配する者」とは異なる。
×顧客の所有及び管理構造を把握する義務がない。
× 顧客が他⼈を代理しているかどうかを判定し、⼜は当
該他⼈の⾝元を照合するために必要な合理的な措置が求め
られていない。

ＦＡＴＦの指摘
真の受益者の本人特定事項の確認

・25％を超える議決権を有している者（法人も含む。）
←資本多数決の原則を採る法人

・当該法人を代表する権限を有している者（法人も含む。）
←上記以外の法人
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<本人特定事項等の確認の方法>
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犯罪収益移転防止法上の本人確認書類

幅広な書類を本⼈確認書類として⼀律に認めている。

写真付きのもの
運転免許証、住⺠基本台帳カー
ド、在留カード、特別永住者証明
書

等

×依拠することが許されている本⼈確認書類の質が不明である。
×自然人の場合、写真付きの書類を使用することが求められていない。（又は、写真付
きの書類でない場合に、リスクを軽減する二次的措置が求められていない。）

ＦＡＴＦの指摘

写真付きでない証明書類（健康保険証等）による本人特定事項の確認について

写真付きでないもの
健康保険証、年⾦⼿帳、⺟⼦健康
⼿帳、私⽴学校教職員共済加⼊者
証、療育⼿帳 等
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法⼈顧客の代理⼈の権限委任の確認について

代理⼈等として選任

取引

特定事業者

権
限
の
確
認

・委任状を有しているこ
と。
・社員証等の身分証明書を
有していること。
・当該法人顧客の役員とし
て登記されていること。

等

×⾝分証明書や役員登記は代理権
を確認できるものではなく、取引
担当者と法人顧客の間の関係を示
すものに過ぎない。

ＦＡＴＦの指摘

取
引
時
確
認

本
人
確
認

法人顧客
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<顧客管理の対象のリスクに応じた整理>
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ローリス
ク取引

特定事業者による顧客及び取引の
リスク評価に応じたリスクベース・アプローチについて

現在の犯罪収益移転防止法 事業者に裁量を
与える場合

簡易な
顧客管理措置

厳格な
顧客管理措置

顧客管理
措置なし

取引時確認 中リスク
取引

ハイリスク
取引

通常の
顧客管理措置

おそれが
ない取引

特定取引

ハイリスク
取引

厳格な
取引時確認

・現⾏法のハイリスク取引の範囲
が狭い。（法令で限定列挙してい
る）
・リスクの低い分野の顧客・取引
が顧客管理措置から完全に除外さ
れている。

顧客・取引のリスクの高低
を法令で限定的に規定せず、
特定事業者等の適切なリスク
評価によって個別に判断さ
せ、それに応じた顧客管理措
置をとることとする。

リスクに応じた顧客管理

取引のリスクの⾼低を法令
で限定的に規定し、それに応
じた顧客管理措置をとること
とする。

⼀定の能⼒を有すると評価
された特定事業者等に
よる適切なリスク評価

ローリス
ク取引

簡易な
顧客管理措置

厳格な
顧客管理措置

中リスク
取引

ハイリスク
取引

通常の
顧客管理措置

法令で⼀律に規定

全ての関連する
リスク要因の検討

評
価
の
更
新
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ハイリスク取引
・特定取引に該当する契約に基づく取引であって、
当該取引の相手方がなりすまし・偽りをしている
疑いがあるもの
・特定取引のうち、イラン・北朝鮮に居住・所在
する者との間におけるもの

特定取引
・預貯⾦契約の締結
・⼤⼝現⾦取引 等

取引時確認の対象から除かれる取引
・国又は地方公共団体に対する⼤⼝現⾦取引 等

取引時確認

顧客管理
措置不要

×リスクの高い分野の顧客、業務関係、取引（非居住者である顧客、プライベートバ
ンキング等）が強化された顧客管理の対象になっていない。
×マネー・ローンダリング・テロ資⾦供与の疑いがあっても顧客管理が求められてい
ない。（現⾏法の「ハイリスク取引」では不⼗分。）

ＦＡＴＦの指摘

厳格な
取引時確認

リスクの⾼い分野の顧客・取引に対する厳格な顧客管理等について
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リスクの低い分野の顧客・取引に対する顧客管理について

特定取引
・預貯⾦契約の締結
・保険契約の締結
・⼤⼝現⾦取引
・ファイナンスリース契約の締結

等

取引時確認の対象から除かれる取引
・保険料の積⽴の払戻しがない保険契約の締結
・国又は地方公共団体に対する⼤⼝現⾦取引
・１回に⽀払われる賃貸料の額が10万円以下の
ファイナンスリース契約の締結

等

取引時確認

顧客管理
措置不要

×低リスク取引の場合に許容されるのは軽減された顧客管理措置であり、
顧客管理措置が不要になるわけではない。
×低リスクであることは、リスク評価によって示されなければならない。

ＦＡＴＦの指摘
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<その他>
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ＰＥＰｓ（外国の重要な公的地位にある者）との
取引でのリスク軽減措置について

PEPs（Politically Exposed Persons）とは
外国において（※）特に重要な公的な機能を任されている個人
（例：国家元⾸、⾼位の政治家、政府⾼官、司法官、軍当局者等）

（※）ＦＡＴＦ第４次勧告では、国内ＰＥＰｓに係る措置も求められている。

顧客（ＰＥＰｓ）特定事業者 取 引

×顧客がＰＥＰｓであるか否かを判断することが義務付けられていな
い。

×ＰＥＰｓとの取引でのリスク軽減措置（上級管理者の承認等）が義務
付けられていない。

ＦＡＴＦの指摘
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